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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

Q 最適な
コーポレート・ガバナンスを
どのように実現するのか?

持続的な成長のため、取締役会の実効性向上に継

続的に取り組んでいます。毎年の実効性評価に加え、

社外取締役ミーティングや投資家との対話を通じて

得た幅広い意見を検討し、ガバナンスの改善に活か

しています。異なる経験や視点を持つ役員による中

長期的な戦略議論を通じて、質の高い意思決定を実

現し、企業価値の向上と社会・株主への責任を果た

していきます。

ガバナンス
議長メッセージ・機関設計の概要

ガバナンス概要

社外取締役ミーティング

役員一覧

役員の専門性と多様性

取締役会の活動

監査役会の活動

指名・報酬

グループガバナンス

コンプライアンス・リスクマネジメント

情報セキュリティ

株主・投資家との対話
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機関設計の概要取締役会議長メッセージ

コーポレート・ガバナンス体制

当社は、取締役会が経営の監督機能を十分に果たし、監査役が適切な監査機能を発揮する企

業統治体制として、会社法上の監査役会設置会社を選択しております。当社は、取締役会によ

る重要な業務執行の決定に際して、社外取締役や社外監査役の多岐にわたる知見を活用し、一

方で、監査役が中立で客観的な取締役会の監査を行う現機関設計が現時点では最適と判断して

います。また、経営と執行の分離を進め、権限および責任を明確化し、業務執行体制の強化を

図ることを目的に執行役員制度を導入するとともに、任意の諮問委員会である人事報酬委員会

を導入し、取締役会の機能の独立性・客観性を高め、説明責任を果たしてまいります。

現在、私たちを取り巻く環境は、政治的・経済的な不確実

性が一段と高まり、これまで以上に先を見通すことが難しい

時代となっております。このような激変の時代においては、

多様な視点を持つこと、すなわち「多様性」の重要性が一層

高まっております。変化の本質を見極め、何をすべきかを判

断することこそが、私たち取締役会の重要な役割であると考

えております。

当社グループでは、変化の激しい時代に即した経営方針や企業のあり方について、不断に検

討を重ねてまいりました。2024年度には、不動産事業の推進方針の検討や商業施設運営事業

の再編などに取り組み、柔軟かつ戦略的な意思決定を通じて、持続的な企業価値の向上を目指

しております。

社会が大きく変化する局面には、必ず新たな機会が生まれますが、それを活かすには果敢な

挑戦が不可欠です。当社は、「Change（変化）」「Chance（機会）」「Challenge（挑戦）」と

いう3つの“Cha”を常に意識し、変化を恐れず、機会を捉え、挑戦を続ける企業でありたいと考

えております。そのためには、経営陣が明確な指針を示し、組織全体が一体となってビジョンを

共有し、実行に移すことが重要です。夢や目標を持って行動する人材が活躍できる環境を整備

することで、企業としての持続的な成長を実現してまいります。

私たちは、東急グループの価値観を次世代にしっかりと伝え、社会および株主の皆様に対す

る責任を果たすべく、成長する組織づくりに尽力してまいります。1997年に策定したグループ

スローガン「美しい時代へ―東急グループ」は、現在においても私たちの価値基準としてふさわ

しいものであり、私たちはこのスローガンを誇りに、「楽しさ・豊かさ・美しさ」を感じていただ

けるまちづくりを通じて、社会に貢献する企業集団であり続けたいと考えております。

これからも、変化を機会と捉え、挑戦を続けることで、企業価値のさらなる向上を目指してま

いります。
連結子会社

株主総会

取締役会

代表取締役

監査役会

内部監査室

経営会議

各事業部、各室

監査役

人事報酬
委員会

社外取締役
ミーティング

東急グループ
コーポレート会議

会
計
監
査
人

諮問 報告

報告

報告 連携

報告

監査

指示

監査

連携

連携

調査

選任・解任

選任・解任

選定・解職・監督

指揮命令

内部監査内部監査

指導・監督

会計監査

選任・解任

執行役員

代表取締役会長  野本 弘文

議長メッセージ・機関設計の概要

変化を見極め、挑戦を恐れず、
美しい時代をつくる
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

取締役会 ➡P.79

監査役会 ➡P.81

実効性向上・オフサイト活動 ➡P.72

人事報酬委員会 ➡P.82

独立社外取締役
比率

44.4%
（4/9名）

社外取締役
ミーティング

10回開催

社外監査役
比率

50%
（2/4名）

社外役員
比率

60%
（3/5名）

女性取締役
比率

22.2%
（2/9名）

出席率

93.8%

8回開催

出席率

100%

7回開催

出席率

99.3%

コンプライアンス・リスクマネジメント
コンプライアンス研修受講率

100%
➡P.84

情報セキュリティ
体制の強化

➡P.86

連結経営を支える
リスクマネジメント

➡P.85

ガバナンス概要

開催状況

戦略 4回

運営・全般 3回

人的資本 1回

視察 2回

開催状況 （前年度比）

開催数  16回（ ＋1回）
うち書面開催1回

議事総数  122件（ ＋14件）

議事数／開催  7.6件（ ＋0.4件）

平均所要時間  116分（ ＋10分）

渋谷工事現場視察（2025年1月24日）

政策保有株式

7銘柄縮減
（2020～2024年度）

上場株式について、個別銘柄ごとに事業・財務戦略の観点や配当などの経

済合理性を踏まえ、毎年取締役会で保有意義を検証しています。その結果、

保有の合理性が認められない場合は、市場動向を考慮しつつ、縮減などの見

直しを行う方針です。

グループ経営 ➡P.84

※東急不動産ホールディングス、東急建設、
世紀東急工業

東急グループ
上場会社数

〈2000年〉

16社
（当社除く）

〈2025年3月〉
上場子会社
なし

持分法適用関係にある
上場会社 3社※

（2024年度）
※役員構成は2025年7月1日現在

指名・報酬 ➡P.82

取締役・
執行役員
クラス

100名

部長クラス

208名

課長クラス

397名
2024年度課長クラス研修

経営者育成研修受講者累計（東急アカデミー）
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

社外取締役ミーティング
当社では2024年度より、社外取締役による取締役会実効性向上の一環として、
「社外取締役ミーティング」と称した形式にとらわれないフリーディスカッションの会議体を設置しています。

〈 社外取締役ミーティング 設置後1年の振り返り 〉
情報共有の充実を通じ、
取締役会の実効性向上に寄与

月 区分 実施内容

4月 視察 グループ事業・関連施設視察

5月
運営 2023年度取締役会レビュー

その他 会計監査人との意見交換

9月 戦略 長期連結数値シミュレーション

11月
戦略 渋谷における事業推進方針

戦略 地域コングロマリット経営

12月 人的資本 人的資本戦略

1月 戦略・視察 渋谷開発計画・現場視察

2月 全般 社外視点から見た東急（社外役員のみ）

島田　本日の議題は2024年度取締役会の振り返りです。取

締役会の実効性評価の結果を踏まえた意見交換、新設した社

外取締役ミーティングの在り方についても議論できればと考え

ております。みなさん、いかがでしょうか。

蟹瀬　社外取締役ミーティングを通して、社外取締役同士のコ

ミュニケーションが円滑になっています。加えて、座長の島田

取締役が社外取締役のさまざまな意見を堀江社長に伝え、そ

の返答が次のミーティングに用意されていますので、執行側と

のコミュニケーションもスムーズになっていると感じています。

宮崎　私も同感です。こちらの疑問点に対し、社外取締役ミー

ティングを通して、社外からは十分に見えなかった点につい

て透明性を持って説明してもらう場として機能し、良い環境に

なっていると感じます。

清水　他社では法定で定められた事項に加えて議論したいこ

と、懸念していること、社内で意見が割れていることをあえて

議題にかけて、社外役員の意見を聞くような場合もあります。

私は社外取締役ミーティングや取締役会の運営は、堀江社長

がどのように執行をより良くしていきたいかという意向が入っ

てもよいと考えますが、堀江社長としてはいかがでしょうか。

堀江　社外取締役ミーティングを通して、決議事項の意思決

定のサポート、決議事項以外の戦略の議論、社外取締役のみ

の意見交換の3つの要素をカバーできると良いと思います。

2024年度は決議事項の意思決定のサポートに相当の時間を

とりましたので、もっと決議事項以外の議論ができるようにし

ていかなければいけないと思っています。

島田　取締役会というのは会議ではなく会社の機関なので、

「2024年度取締役会レビュー」開催概要
•開催日：2025年5月20日
•出席者： 社外取締役※／ 島田 邦雄（座長）、蟹瀬 令子、

宮崎 緑、清水 博
 社外監査役／稲垣 精二
 代表取締役社長／堀江 正博

※2025年5月20日時点

2024年度  社外取締役ミーティングの実施内容（全10回）
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

〈 取締役会運営について 〉
議論の充実に向け、運営方法の見直しも検討

社外取締役ミーティング

■取締役会効果的運営
■取締役会の構成
■執行の後押し
■社外取締役の支援体制
■戦略にかかる審議
■業績評価指標の妥当性

■サスティナビリティを意識した
経営の推進
■人事報酬委員会の運営
■業績モニタリングに係る
外部情報の参照
■株主との対話を促進する
体制構築と意見共有
■非財務情報の適切な開示

■グループ本社の役割
■資本コストを意識した経営の実現に向けた対応

■重要な戦略等のアップデートとモニタリング
■重要議題の審議に必要な情報提供
■臨機応変な判断
■DXの監督
■人材育成と社内環境整備
■事業ポートフォリオの監督

■社外取締役
ミーティング※

■政策保有株式の議決権行使
■行動規範の制定と監督
■内部通報制度の実効性
■リスク評価プロセスの構築運用
■経営陣の後継者計画

低
い

相
対
的
に
高
い

《 2024年度取締役会の実効性の評価 》 概ね取締役会の実効性は確保されていると認識

社
外
役
員
評
価

低い 相対的に高い

※社内役員評価は実施なし

社内役員評価

（項目別の評価）

清水　実効性評価の結果から見える社内および社外取締役

の課題感を整理すると大きく二つあり、一つ目は事業戦略に

密接な人材戦略やDX戦略、二つ目は、グループ本社もしく

は事業ポートフォリオとしての全社戦略についてさらに議

論を深める余地があることが見て取れます。これらは前期

からの課題であり、取締役会での議論の時間が十分に取れる

よう、上程案件の精査も一考であると感じます。

堀江　現状、取締役会は規程に定める決議事項に多くの時間

があてられていると認識しており、全社戦略の議論の機会を

意識的に設けていく必要を感じています。これに対して、金

額基準の引き上げなどの上程基準を見直すことも検討して

います。

島田　取締役会の付議基準は弾力性を持たせ、執行がある程

度判断し、心配なものは議案にして意見を聞く形が良いで

しょう。あるいは、報告事項であっても異議が出ればその場

で決議事項に変えて否決することもあるでしょう。より良

い運営にしていきたいですね。

蟹瀬　「人材育成と社内環境整備」は社内外とも相対的に低

い評価です。継続的に取り組まなければならない課題です。

サクセッションプランについては、社外役員も含めた役割分

担や候補者のリストアップ・確保について、より戦略的に取

り組む必要があります。

宮崎　私もより一層の組織的な取り組みが必要であると感

じています。取締役会で、育成段階から幹部候補者の情報共

有がなされ、メンターの設定や特別なミッションの付与を行

うケースもあります。

堀江　これまでの取り組みも踏まえ、組織的な対応を進めて

取締役会以外にもさまざまなところで対話し、情報を収集し、

動いていくことが取締役会構成員の責務であり取締役会の実

効性でもあります。社外取締役ミーティングを通じて情報交換

しながら会社を多面的に見ていくことは非常に重要なことであ

り、この点はかなり前進したと捉えています。あとは堀江社長

のおっしゃる通り、もっと大きなテーマや、あるいは悩みなど、

この場でお互いに情報交換し議論することを何よりも充実させ

ていけると良いですね。

稲垣　私は2024年6月に監査役に就任しましたが、前期の課

題認識から当年度の社外取締役ミーティングが運営されたこ

とがよく分かります。今後も、堀江社長が牽引する企業価値

向上に向け、私たちを壁打ち役に使っていただきながら、議論

を深め、考えを整理しながら対外的に説明していくと、結果的

にステークホルダーからの信頼・支持も高まるのではないか

と思います。

実効性評価の分析（討議資料）
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〈 まちづくりに必要な事業ポートフォリオの構築 〉
東急ならではのまちづくりを追求しつづける

社外取締役ミーティング

強みを発揮し、個性的・魅力的な街が連なる沿線の実現

堀江　当社のビジネスである交通と開発が一体となった

TOD（Transit-Oriented Development：公共交通指向型

開発）、そして特定の地域で複数の異なる事業を組み合わせ

た地域コングロマリット経営について、決算説明資料など

で、エリア価値の向上やそのビジネスモデルの特徴について

説明を拡充してきました。さらに現在は、事業別とエリア別

の両方の切り口で戦略や数値を示していくべく試行錯誤を

続けています。お伝えすべきは、鉄道、バス、不動産の収益

に加え、エリアで複層的に展開する不動産賃貸業以外の事業

による収益も有しており、さらにそれらの事業は、循環再投

資により波及的に収益の拡大が期待できるということです。

これは他のディベロッパーと比較しても、当社ならではの強

みであると考えています。

清水　社外から見て分かりやすいのは、鉄道、不動産、生活

サービス、ホテル・リゾートと事業で区分した戦略や数値

説明ですが、当社は、まちづくりというグルーピングがまず

あって、その中で事業を見るというアプローチをとっていま

す。事業一つひとつが先にくるのではなく、事業を合計した

コングロマリットが基本にあり、そこからプレミアムが生じ

るというロジックです。ここには、社内外の視点のギャップ

があると感じます。当社のまちづくりの括りやコングロマ

リットから物事を考えるという発想をいかに分かりやすく

発信、説明していくためにさらなる工夫が必要です。

堀江　当社の歴史の中で事業ポートフォリオは相当に変

わってきています。人口増加の時代は、業界1位や2位以外

でも成長の果実を得ることができました。しかし、バブル崩

壊で東急グループの整理が必要になったことから、選択と集

中を進め、TODやまちづくりという切り口に包含される会

社とそうでない会社を事実上分けることになりました。そ

のプロセスでは、必要な機能であれば上場子会社も100％子

会社化しました。それがほぼ完了したのが2022年度の東急

レクリエーションの完全子会社化です。相当な荒療治を実

施した20年でしたが、まちづくりに必要な機能がまとまっ

てきた20年でもありました。

蟹瀬　私は2015年の就任以来、東急のこの10年の変化を見

続け、素晴しい変化を遂げていると評価しています。2022年

には100周年も迎えました。次の100年を見据え、今後10

います。また、以前の取締役会では担当取締役が説明も質疑

応答も行っていましたが、部門長が説明を行い、担当取締役

は質疑に応じる形に変更しました。取締役会としてあるべ

き姿と、次世代経営人材育成のバランスを考慮しながら、少

しずつ運営方法を見直しています。

島田　本来、取締役会での説明は取締役自身が行うものであ

り、その責任も取締役にありますが、後継者候補を含む他の

メンバーに説明を任せるということも良いでしょう。さら

に、事前説明において、現場に近い担当者が立案に至った経

緯や考えを自らの言葉で説明する機会を設けることは、人材

育成の観点からも有益だと考えます。

年の在り方が重要です。私はコングロマリットプレミアム
を示した中期経営計画の3つの円の図 ➡P.18  は当社らしい

図だと感じています。この図をもとに、10年後、より良い

まちづくりをベースに、その円がどのように大きくなって

いくかがより鮮明に見えてくると良いように感じます。

清水　理論的には、渋谷や東急線沿線においてTODや地域

コングロマリットを打ち出すほど、これらのエリアに依拠し

た経営となりますが、渋谷や東急線沿線も物理的な場所とし

ては必ず限りがあります。また日本の人口減少も進む中で、

成長の姿をしっかりと示さないと、市場評価の制約になって

くるのではないでしょうか。

堀江　成長の方向性という観点では、渋谷も東急線沿線も土

地の高度利用という点ではまだまだ余地があります。渋谷

新規領域探索
（Research & Development）

生活サービス事業

ホテル・リゾート事業

企業価値向上
コングロマリットプレミアムの実現

個別事業の収益力向上 新規領域からの利益貢献

事業キャッシュ・フロー拡大
保有資産価値向上
（担保余力向上）

交通事業

不動産事業

各事業成長
事業間シナジー創出

エリア成長

事業領域拡大
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社外取締役ミーティング

社外取締役ミーティングを振り返って
はオフィス需要に供給が追いついていない状態でもあり、再

開発などによる成長余地は十分にあります。また、まちづく

りというと、どうしてもインフラや開発のハード面だけに目

がいきがちですが、東急ストアなどの生活サービス事業もま

ちづくりを担っています。ソフト面を含めまちづくりのパッ

ケージを輸出しているのがベトナムの旧ビンズン省であり、

オーストラリアのヤンチェップ地区です。また、TODやコ

ングロマリット経営のノウハウを活かして、新たなフィービ

ジネスにつなげていこうとしています。

島田　一つひとつの事業も、基本に立ち返って、他の私鉄や

専業会社と異なる当社の強みを突き詰めて考えることも必

要でしょう。各事業において専業会社に勝る強みを持つこ

とが、コングロマリットプレミアムにつながります。そして、

その強みは沿線外でも十分に戦える力となり、成長の機会を

広げることができます。

宮崎　当社のテーマである美しいまちの未来像で時代を拓く

ためには、昨今のAIの急激な発展や、メタバースにおけるまち

づくり、またさまざまな活動の場がバーチャル空間に重心を

移しつつある中で、地面の上だけで完結しない発想を大胆に

展開しなければならないと思います。ごく足元の消費者目線

でも、例えば、東急線の車内で東急ストアの買い物ができて、

駅を出るときにピックアップできれば生活者も便利です。こ

うしたDXの活用による差別化はもっと追求できるはずです。

島田　大変活発に発言いただきありがとうございました。

本日の総括としては3点です。1点目は、取締役会の実効性

は確保されており、社外取締役ミーティングは、コミュニケー

ションの円滑化や情報取得において有効に機能していると認

識しました。2点目は、人材戦略、DX戦略、サクセッションプ

ラン、全体戦略、成長戦略などの議論充実のため、取締役会

議題の精査も検討すること。3点目は、コングロマリット経営

における成長戦略を示すうえでは、社外目線での説明や開示

が必要であり、今後も社外役員も交えて議論を重ねていくこ

と。本日は、大変貴重なご意見をありがとうございました。

社外取締役に期待されるのは、

先ず、社長をはじめとする執行部

に対する会社経営上の健全性目

線からのチェック機能。次に、企

業文化の「世間の非常識」化防

止のための、社外の目による「気

付き」の提供。加えて、会社の経

営上で有益な事項や改善の提案があればこれを提言す

ることであると考えています。

この点、当社の「社外取締役ミーティング」は2024

年度から始まったばかりで、社外取締役のみでの意見

交換や、執行部も同席での質疑応答など、まだ形式も

試行錯誤を重ねていますが、既に一定の成果が感じら

れます。振り返れば、いつも社外取締役間で忌憚の

ない意見が交わされ、結果として、執行部の健全性が

確認されるとともに、既に幾つかの「気付き」が執行

部に伝えられています。ただ、期待の大きさに照らせ

ば、まだ取締役会の実効性向上に貢献しつつある段

階です。

今後は、さらに社外取締役の知見を集約して、各種

戦略論や社外目線での見え方など、経営に有益な提言

を執行部に提供していきたいと考えていますし、開催

の形式も、社外監査役を含む社外役員から広くテーマ

や課題を募り、それに合わせて執行部の同席も含め、

柔軟かつ充実したものとしていきたいと思っています。

筆頭独立社外取締役  
島田 邦雄

社外取締役ミーティングは当社の理解を深めるうえで

大変に有益であり、フラットに質問し、回答を得られる場

として評価しています。今後は、当社の弱みや執行側が

憂慮しているポイントなどを議論する場として活用でき

ることを期待しています。

経営陣がリーダーシップを発揮するためには従業員か

らの評価が重要です。現在の当社の状況では、執行側

で後継者選定や経営陣評価を主導しながら、上場会社と

してサクセッションプランを対外的に示していくことが重

要と考えています。

事業間シナジーについては、他のディベロッパーと差別

化できる特徴であるとともに、逆にそれが固有のリスクに

もなっている場合があると捉えています。執行側で暗黙

的に共通理解があるものでも、定量的な説明を踏まえて

目線を示していくことで理解が進むことが期待されます。

監査役  渡辺 一

社外監査役コメント※

※2025年5月20日社外取締役ミーティング欠席につき事前にコメントを受領
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取締役

役員一覧 （2025年7月1日現在）

野本 弘文 
代表取締役会長

1971年入社／イッツ・コミュニケーションズ（株）代表取
締役社長、当社開発事業本部長、都市生活創造本部長な
どを経て2011年4月から代表取締役社長、2018年4月よ
り現職

藤原 裕久
取締役
専務執行役員

1983年入社／東急ファシリティサービス（株）取締役執行
役員、当社国際事業部副事業部長、財務戦略室長などを経
て、2022年7月より現職
（財務戦略室、国際事業部　管掌）

髙橋 俊之
取締役
専務執行役員

1982年入社／国際事業部長、東急ファシリティサービス
（株）代表取締役社長、当社都市創造本部長などを経て、
2022年7月より現職
（都市開発本部　管掌）

杉山 涼子 
取締役

1988年 4月  （株）オストランド入社
1996年 5月  （株）杉山・栗原環境事務所設立代表取締役
2007年 8月 同社取締役、現在に至る
2010年 4月 冨士常葉大学（現 常葉大学）社会環境学部

教授
2015年 6月  （株）UACJ社外取締役
2016年 1月  （一財）岐阜杉山記念財団（現 （公社）岐阜

杉山記念財団）理事長、現在に至る
2016年 6月 レシップホールディングス（株）監査等委員

である社外取締役
2017年 6月 栗田工業（株）社外取締役
2018年 12月  （株）岐阜新聞社社主・代表取締役、現在に

至る
2019年 12月  （株）岐阜放送取締役会長、現在に至る
2023年 6月  （株）JSP社外取締役、現在に至る
2024年 6月 佐藤商事（株）監査等委員である社外取締役、

現在に至る
2025年 6月 当社取締役、現在に至る

福田 誠一
取締役
調査役

1986年入社／交通インフラ事業部長などを経て、2022
年7月より東急電鉄（株）代表取締役社長、2024年6月より
当社取締役、2025年7月より現職

宮崎 緑 
取締役

1982年 4月 日本放送協会報道局ニュースキャスター
1988年 4月 東京工業大学社会工学科非常勤講師
2000年 4月 千葉商科大学政策情報学部助教授
2001年 4月 奄美パーク園長・田中一村記念美術館

館長、現在に至る
2001年 6月 ソニー教育財団理事
2006年 3月 昭和シェル石油（株）監査役
2006年 4月 千葉商科大学教授
2009年 1月 東京大学政策ビジョン研究センター

アドバイザー
2013年 6月 政府税制調査会委員
2014年 4月 学校法人千葉学園理事

衆議院議員選挙区画定審議会委員
2015年 4月 千葉商科大学国際教養学部長
2020年 6月 当社取締役、現在に至る
2021年 2月 国家公安委員会委員、現在に至る
2025年 4月 千葉商科大学学長、現在に至る

堀江 正博 
代表取締役社長
社長執行役員

1984年入社／東急リアル・エステート・インベストメント・
マネジメント（株）代表取締役執行役員社長、当社生活創
造本部リテール事業部長、ビル運営事業部長などを経て、
2023年6月より現職

独立役員独立役員 清水 博
取締役

1983年 4月 日本生命保険（相）入社
2009年 3月 同社執行役員
2012年 3月 同社常務執行役員
2013年 7月 同社取締役常務執行役員
2014年 7月 同社常務執行役員
2016年 3月 同社専務執行役員
2016年 7月 同社取締役専務執行役員
2018年 4月 同社代表取締役社長
2021年 6月 富士急行（株）社外取締役、現在に至る
2021年 6月 当社取締役、現在に至る
2022年 7月 日本生命保険（相）代表取締役社長

社長執行役員
2024年 6月  （株）三菱UFJフィナンシャル・グループ

社外取締役、現在に至る
2025年 4月 日本生命保険（相）代表取締役会長、現在に

至る

15回／15回
15回／15回

14回／15回15回／15回 ―  ／  ―

15回／15回 12回／12回15回／15回

独立役員島田 邦雄 
取締役
筆頭独立社外取締役

1986年 4月 第一東京弁護士会登録
1991年 10月 ニューヨーク州弁護士登録
2010年 7月 島田法律事務所代表パートナー、

現在に至る
2011年 6月  （株）ツガミ社外取締役
2013年 11月 ヒューリックリート投資法人監督役員
2018月 6月  （株）ツガミ監査等委員である取締役
2021年 6月 当社取締役、現在に至る
2023年 6月 山九 （株）社外監査役、現在に至る

独立役員

15回／15回

2024年度 取締役会出席状況人事報酬委員会構成員 枠内
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役員一覧 （2025年7月1日現在）

渡辺 一
監査役

1981年 4月 日本開発銀行入行
2009年 6月  （株）日本政策投資銀行執行役員
2011年 6月 同社取締役常務執行役員
2015年 6月 同社代表取締役副社長
2018年 6月 同社代表取締役社長
2022年 6月 同社顧問
2023年 4月  （株）日本経済研究所代表取締役会長、

現在に至る
2023年 6月 日本貨物鉄道（株）社外監査役、現在に至る
  三井住友トラスト・ホールディングス（株）

（現 三井住友トラストグループ（株））
  社外取締役、現在に至る
2024年 6月 当社監査役、現在に至る
2024年 7月 富国生命保険（相）社外取締役、現在に至る

稲垣 精二
監査役

1986年 4月 第一生命保険（相）入社
2012年 4月 第一生命保険（株）執行役員
2015年 4月 同社常務執行役員
2016年 6月 同社取締役常務執行役員
2016年 10月 第一生命ホールディングス（株）

取締役常務執行役員
2017年 4月 同社代表取締役社長
2022年 4月 同社代表取締役社長

（Chief Executive Officer）
2023年 4月 同社代表取締役会長
2023年 6月 同社取締役会長、現在に至る
2024年 6月 当社監査役、現在に至る

中本 智
常勤監査役

1989年 4月  （株）三菱銀行入行
2017年 6月  （株）三菱東京UFJ銀行執行役員
2018年 4月  （株）三菱UFJ銀行執行役員
2020年 4月 同社常務執行役員
2023年 4月 同社専務執行役員
2024年 6月 当社常勤監査役、現在に至る

12回／12回 12回／12回11回／12回
秋元 直久
常勤監査役

1981年 4月 当社入社
2009年 4月 東急車輛製造（株）執行役員
2009年 6月 同社取締役執行役員
2012年 4月 当社執行役員、

当社生活サービス事業本部長
2014年 4月  （株）東急エージェンシー執行役員
2014年 6月 同社常務取締役執行役員
2016年 6月 当社常勤監査役、現在に至る

15回／15回

専務執行役員
濵名 節

CCRO（Chief Compliance and 
Risk Management Officer）
コンプライアンス・リスクマネジメント
委員会、人材戦略室、東急病院、生活
サービス事業部　管掌

常務執行役員
芦沢 俊丈

不動産運用事業部、顧客ソリューショ
ン事業部　管掌

常務執行役員
岩井 卓也 社会インフラ事業部　管掌

常務執行役員
柏﨑 和義 

経営企画室、フューチャー・デザイン・
ラボ、デジタルプラットフォーム　管掌

上席執行役員
木村 知郎

文化・エンターテインメント事業部　
管掌

上席執行役員
梅原 昌弘 財務戦略室 担当

上席執行役員
金山 明煥 ホテル・リゾート事業部　管掌

執行役員
多田 和之

社長室　管掌
社長室長

執行役員
戸田 匡介 財務戦略室長

執行役員
山川 貴史 文化・エンターテインメント事業部長

執行役員
緒方 義規 国際事業部長

取締役を兼務しない執行役員は次の通りです。

独立役員 独立役員

執行役員
坂井 洋一郎 都市開発本部 渋谷開発事業部長

執行役員
日野 健 デジタルプラットフォーム室長

執行役員
馬場 隆光 ホテル・リゾート事業部長

執行役員
鈴置 一哉 不動産運用事業部長

執行役員
土屋 克磨 顧客ソリューション事業部長

執行役員
村井 健二 社会インフラ事業部長

グループ執行役員
大堀 左千夫

（株）東急ストア
代表取締役社長 社長執行役員

グループ執行役員
古川 卓

東急バス（株）
代表取締役社長 社長執行役員

グループ執行役員
金井 美惠

イッツ・コミュニケーションズ（株）
代表取締役社長 社長執行役員

グループ執行役員
三木 尚

川崎とどろきパーク（株）
代表取締役社長

独立社外取締役比率 44.4%
（4/9名）

女性取締役比率 22.2%
（2/9名）

社外監査役比率 50%
（2/4名）

人事報酬委員会
社外役員比率

60%
（3/5名）

監査役

執行役員

2024年度 取締役会出席状況枠内 役員の構成

グループ執行役員
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

役員の専門性と多様性

主な専門性とバックグラウンド（取締役および監査役に期待する知見・経験）

交通 不動産
生活

サービス・
ホテル

企業経営 財務・会計 法務・人事 グローバル
サステナ
ビリティ
（ESG）

IT・
デジタル
テクノロジー

代表取締役会長 野本 弘文 ● ● ● ● ●

代表取締役社長 堀江 正博 ● ● ● ● ●

取締役 藤原 裕久 ● ● ● ●

取締役 髙橋 俊之 ● ● ●

取締役 福田 誠一 ● ● ●

取締役 島田 邦雄   独立役員 ● ●

取締役 宮崎 緑　   独立役員 ● ● ●

取締役 清水 博　   独立役員 ● ● ●

取締役 杉山 涼子   独立役員 ● ● ●

常勤監査役 中本 智 ● ● ●

常勤監査役 秋元 直久 ● ● ● ●

監査役 渡辺 一　   独立役員 ● ● ● ●

監査役 稲垣 精二   独立役員 ● ● ● ●

当社では、取締役会全体としての知識・経験・能力・専門

分野についての多様性および構成のバランスに配慮し、経営

者としての豊富な経験や当社の事業分野に対して優れた見識

を有する候補者を取締役および監査役に選任しています。

重要な業務執行の決定や監督を適切に行うための、取締役

および監査役に期待するスキルは、経営戦略に基づく専門性

として各事業「交通」「不動産」「生活サービス・ホテル」への

精通、経営判断に必要な「企業経営」「財務・会計」「法務・人

事」のスキル、成長に向けて重要性が一層高まっている「グ

ローバル」「サステナビリティ」「 IT・デジタルテクノロジー」の

スキルとしています。

2025年6月の株主総会で社

外取締役に選任いただきました。

現在は、社内の取り組みや各事

業の詳細について理解を深めて

いる段階ですので、まずは学ぶ

ことを第一に考えています。沿線

に住むユーザーとしての目線も活かして、微力ながら

経営に貢献できるよう努めてまいります。

当社の特徴は、鉄道、不動産、生活サービス、ホテ

ル・リゾートといった多岐にわたる事業を通じて都市生

活そのものを支えている点にあると思います。人口動

態の変化、様々な環境問題、デジタル化といった大き

な潮流に直面する中で、公共性と収益性の両方を担い

続けることが期待されています。

私自身は、長年コンサルタントとして環境問題、特に、

廃棄物処理やリサイクル、循環型社会、今風に言うと

サーキュラーエコノミーに関わる仕事に携わってきまし

た。そのため、環境とサステナビリティの領域を特に

注視しています。

アメリカ先住民族のナバホ族には、「大地は、先祖か

ら譲り受けたのではなく、我々の子孫から借りている

のだ。」という言葉があります。社外取締役として「外

部の視点」と「将来世代の視点」を持ち込みながら、持

続可能なまちづくりを通じて、美しい生活環境の創造

を目指す東急の挑戦を後押ししたいと考えています。

新任社外取締役メッセージ

取締役  杉山 涼子
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

取締役会の活動

取締役会の実効性評価

実効性評価を踏まえた課題の状況

取締役会のあり方

2024年度の主な審議実績

当社の取締役会は、最良のコーポレート・ガバナンスの構築を通じて企業理念の実現を目指

し、その監督機能を発揮するとともに、公正な判断により最善の意思決定を行うことを主たる役

割としております。業務執行の機動性と柔軟性を高め、経営の活力を増大させるため、取締役

会規程に定める重要事項以外の業務執行の意思決定を執行役員に委任します。また、当社の持

続的成長や中長期的な企業価値の向上、収益力・資本効率などの改善を図るため、中期経営計

画などを策定し、業績目標の達成に向けて進捗状況を確認・精査し、必要に応じて対策を講じる

とともに、適切な情報開示に努めます。

当社では、年に1回、取締役会における意思決定の有効性・実効性について分析・評価を下

記要領で実施しております。

2024年度の取締役会における主な審議実績は下記の通りです。取締役会では、決議事項・

報告事項に加え、社会や当社を取り巻く環境の変化にあわせた内容についても適宜報告するな

ど、幅広い内容について議論を行っております。

実効性評価では、概ね肯定的に評価されていることから、取締役会の実効性は担保されて

いると認識しています。評価項目の大項目別では、前回調査から「 5 株主等との対話」の評点

が改善しております。前期に指摘された課題への進捗、継続課題、今後の対応につきましては、
➡P.80  をご参照ください。

■開催数：16回（うち書面開催1回）　　■議事総数：122件

評価の方法

主な決議事項および報告事項

第1四半期

▪事業モニタリング　▪取締役会の実効性評価　
▪業務適正を確保するための体制整備の運用状況　▪内部統制に関する事項　
▪政策保有株式の保有意義の検証　▪ITリスクへの対応　
▪コーポレート・ガバナンスガイドライン改正、コーポレート・ガバナンス報告書　
▪統合報告書の外部評価・投資家対話　▪非財務指標の設定

第2四半期
▪子会社への融資　▪取締役会決議事項の進捗　▪株式状況・IR活動報告　
▪環境ビジョン実現の脱炭素対応　▪子会社における不祥事事案の調査・対応　
▪監査役監査計画

第3四半期
▪事業モニタリング　▪開発計画を踏まえた不動産事業の推進方針　▪自己株式取得　
▪鉄道事業の安全・安定輸送に関する取り組み　▪事故・不祥事報告状況　
▪環境取り組み状況

第4四半期
▪事業モニタリング　▪連結経営上の最重要リスクへの対応　▪開発事業計画の変更　
▪開発事業の実施　▪社債の募集　▪子会社への融資　▪株式状況・IR活動報告　
▪鉄道事業の安全投資　▪子会社における独占禁止法違反の再発防止取り組み

取締役会
への報告

全取締役・
全監査役による評価
（アンケート）

外部専門家
（弁護士）による

評価

評価結果
に関する
社外取締役
ミーティング
での審議

アンケートに基づく
評価結果の分析

1）全般的な分析・評価
2） 個別の評価項目に
関する課題および
今後の対応策の
抽出・立案

外部コンサルタントにより実施

評価の分布

評価項目
1 取締役会の構成と運営
2 経営戦略と事業戦略
3 企業倫理・リスク管理マネジメントと
グループガバナンス

4 業績モニタリングと報酬
5 株主等との対話

■ 有効、適切　
■ どちらかといえば有効、適切
■ どちらともいえない　
■ どちらかといえば改善余地あり0

20
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

取締役会の活動

課題と2024年度の対応、および今後の対応方針

課題テーマ 2024年度の対応事項と今後の課題 今後の対応方針

経営戦略に係る議論

取り組み事項 実施済（継続）
▪長期資金シミュレーションなど
経営戦略に関する議論

▪全社戦略と各事業戦略の関連性に関する議論

今後に向けて 課  題

▪会社の成長戦略と連動した人材戦略・
DX戦略に関する議論

人材戦略
▪経営戦略を実現するための人材戦略、人手不足への対応、
人材育成投資などさらなる議論充実

▪人事報酬委員会のさらなる活性化、
取締役会へのフィードバック強化

DX戦略
▪経営戦略を実現するためのDX戦略
▪デジタル戦略の進捗モニタリング

事業ポートフォリオ
▪事業ポートフォリオに関する議論の充実

▪経営戦略の議論の充実
⇒  個別事案よりも経営戦略
（事業ポートフォリオ、人材戦略など）
の議論に比重をシフト

事業戦略

（事業ポートフォリオおよび）シナジー効果の充実

取り組み事項 実施済（継続）
▪渋谷再開発事業、不動産事業全体の事業性や
シナジー効果の段階的な議論

今後に向けて 課  題

▪事業モニタリングにおける連結視点と
セグメント視点での議論
▪主要な事業の課題に関する議論
▪各事業戦略の網羅的な議論、事業連携による
シナジー効果の定量化

事業単位の中長期戦略
▪事業単位での中長期戦略および
環境変化やリスクに関する議論の強化

事業間のシナジー効果
▪子会社モニタリング強化（シナジー効果の把握）
▪事業判断時のシナジー効果に係る情報提供

▪シナジー効果の評価に係る議論の充実

グループガバナンスの
強化

取り組み事項 実施済（継続）
▪リスクマネジメント体制の構築
▪当社ならびに子会社における不祥事事案の
タイムリーかつ継続的な報告の実施

今後に向けて 課  題

▪当社グループ全体の内部統制体制のモニタリング

子会社モニタリングの強化
（ガバナンス体制の確認）

▪グループ横断的なガバナンス・
リスク管理状況の定期的な議論

取締役会の多様化・
サクセッション

▪構成員の多様化、有識者活用 課題

⇒ スキルマトリックス再整備や外部有識者活用
▪サクセッションプラン、経営陣の評価 課題

赤字は2025年5月20日開催の社外取締役ミーティング ➡P.72  にて意見交換をした事項
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監査役会の活動

2024年度重点監査項目と評価

監査役会実効性評価

監査役会の概要・あり方

2024年度監査役会の活動状況

当社の監査役会は、常勤監査役2名と非常勤である社外監査役2名の計4名で構成されており

ます。

監査役は、取締役会と協働して会社の監督機能の一翼を担い、株主の負託を受けた独立の機

関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業および企業集団がさまざまなステーク

ホルダーの利害に配慮するとともに、これらステークホルダーとの協働に努め、健全で持続的な

成長と中長期的な企業価値の創出を実現し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に

向け責務を果たしてまいります。

2024年度は、連結経営に対する監視検証の視点から、独占禁止法をはじめとする法令等遵守

の徹底に向けた取り組みについて引き続き監視・検証を行うとともに、構造的な人手不足の進

行・金利上昇リスクの高まり等の大きな環境変化が経営に影響を与えていることに留意し、監

査役会において下表のとおり重点監査項目を定め活動をいたしました。

上記に加えて、年間の監査を通じて認識した課題等について、代表取締役との意見交換会を

開催し、代表取締役への提言や意見交換を実施しております。

また、常勤監査役は社外取締役との個別ミーティングの機会を設け、監査役会として認識す

る課題等に基づき各取締役の意見を聴取するとともに、意見交換を実施しております。

監査役会の実効性について、全監査役を対象に実施したアンケート結果を踏まえた分析・評

価、審議を行っております。その結果、2024年度における監査役会は概ね適切な運営がなさ

れていたと評価しました。そのうえで、監査役会は、今後の運営として、当社を取り巻く経営環

境や顧客の価値観の変化に対する執行の対応を踏まえ、取締役・管掌役員等からその進捗状

況について、説明を求めていくこととしました。あわせて、グループガバナンス強化の観点から、

会計監査人、内部監査室、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会、子会社監査役とのさ

らなる連携により、各事業における独占禁止法をはじめとする法令等遵守の徹底、内部統制シス

テムの高度化に向けた取り組み状況を、適時適切に監視・検証していくこととしました。

■開催数：8回

決議 ▪常勤監査役および特定監査役の選定、監査計画、会計監査人の選任および報酬同
意、監査報告書の作成、監査役および補欠監査役選任議案への同意 

報告

▪取締役・管掌役員からの業務報告
独占禁止法起訴事案を受けての再発防止の取り組み、財務報告に係る内部統制評
価、取締役会の実効性に関する分析および評価、ESG分野の取り組み、不祥事・事
故等報告状況、各部門業務の状況（都市開発本部、コンプライアンス・リスクマネ
ジメント委員会、財務戦略室、国際事業部）、内部監査実施状況および次年度内部
監査計画の方向性

▪会計監査人からの監査状況報告
▪東急電鉄の安全教育施設「安全共創館」および元住吉電車区、元住吉検車区（現地
視察）

▪常勤監査役による監査業務実施状況

協議 ▪監査役報酬配分、監査役会の実効性に関する分析および評価、監査役会監査調書

領域 重点監査項目

法令等遵守状況
重要事項の取締役会等への報告体制、モニタリング部門の機能発揮、企業集団
におけるコンプライアンス体制の整備、独占禁止法違反事案の再発防止に向け
た取り組み状況

内部統制システム、 
リスク管理体制

内部統制システムの整備・運用、人材戦略の実施状況、リスクマネジメント体制
の整備・運用、重要なリスクの把握・対応、鉄軌道事業・バス事業における安全・
安定輸送の確保、各事業における事故の未然防止等、IT戦略諸施策の推進状況

取締役会等の
意思決定 

リスク情報等を踏まえた適切な経営判断プロセス、リスクマネジメントの観点や
現業の運営状況等を含む事業全般へのモニタリング、ESG施策の実施状況等サ
ステナブル経営に関する対応

会計監査人 会計監査実施状況、監査品質の管理体制、KAMを含む執行部門とのコミュニ
ケーションや監査法人間の連携

内部監査部門 内部監査の体制整備および内部監査結果の適時・適切な報告

2024年度重点監査項目
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

構成員・役割（2025年6月27日以降） 2024年度の活動状況

指名・報酬

経営人材育成人事報酬委員会

選任・解任の考え方とプロセス

当社は2024年4月より取締役会の諮問機関の構成を変更し、情報連携および透明性を向上

させるため、筆頭独立社外取締役を委員長とする「人事報酬委員会」を設置しました。「人事報

酬委員会」は、取締役候補者の選定、執行役員その他重要な使用人の選任、相談役・顧問等の

委嘱に関する事項、役員報酬に係る方針の審議のほか、取締役会の一任を受け、取締役の報酬

の配分に関する事項、相談役・顧問等の報酬等について決議を行っています。

当社グループは、社会課題に向き合い、その解決への挑戦を通じて新たな価値を創造するこ

とを目指しています。当社の代表取締役は、長期的な視点に基づく経営計画を推進し、株主の

皆様、お客さま、沿線住民の方々、行政機関、関係事業者、債権者、そして従業員やその家族と

いった事業にとって重要なステークホルダーとの信頼関係を維持向上させることができる資質

が必要であると考えています。このような資質を持つ候補者については、代表取締役自らが十

分な時間をかけて選定し、必要な経験を踏むなどの育成を実施するとともに、取締役会の諮問

機関である人事報酬委員会において、候補者の妥当性や育成内容について議論を尽くしたうえ

で、取締役会に答申することとしています。なお、以下3点を主体に経営人材を育成しています。

また2025年度には、中期3か年経営計画で掲げた「持続的な企業価値の向上と事業間連携

の深化によるコングロマリットプレミアムの創出」を目的として、連結経営における政策的ミッ

ションの推進を担う新たな役職として、グループ執行役員を設けました。2025年7月1日現在、

当社グループ会社より4名のグループ執行役員を選任しています。

当社では、人格および見識にすぐれた高い経営能力を有する幹部社員を取締役に登用すると

ともに、豊富な経験および幅広い見識を有する人材を社外取締役として招聘することにより、知

見、年齢等のバランスがとれた経営体制の構築を図っております。

なお、候補者の適性を客観的に評価し選任の妥当性を議論するため、人事報酬委員会におい

て審議を経たうえで、取締役会において決議しております。また、代表取締役、執行役員を委嘱

された取締役について、法令違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由

等が生じた場合は、代表取締役の解職、執行役員の解嘱等について、人事報酬委員会における

審議を経たうえで、取締役会において決議いたします。

1  東急アカデミー（グループ各社と合同で開催）を中心とする教育プログラムの実施
2  外部主催の各研修プログラムへの派遣
3  グループ各社役員への計画的な配置

▪構成員   ◎島田 邦雄（筆頭独立社外取締役）
　宮崎 　緑（独立社外取締役）
　杉山 涼子（独立社外取締役）
　野本 弘文（代表取締役会長）
　堀江 正博（代表取締役社長）

《役割》取締役候補者の選定、代表取締役の選定・
解嘱およびその後継者に関する事項、執行役員等
の選解任、相談役・顧問等の委嘱に関する事項等
について審議、取締役の報酬の配分に関する事項、
相談役・顧問等の報酬について取締役会からの一
任を受け審議し決議

▪開催回数   7回
▪出席率   100%

左記《役割》の記載事項に加え、
主に以下を実施
•人事報酬委員会内規の制定
•グループ執行役員規程の制定
•役員報酬制度における評価指標の設定 
➡P.83

•役員報酬制度における個人目標の設定 
➡P.83

◎：委員長

経営者育成研修受講者累計（東急アカデミー）
取締役・

執行役員クラス

100名
部長クラス

208名
課長クラス

397名

2025年度経営人材育成プログラム
 （2025年4月）

スタッフ職

異業種交流
（他流試合）

タフアサインメント

外部派遣

東急
アカデミー

マネジメント職

〈経営者として目指す姿〉
■自らの言葉で明確なビジョンを示し、浸透させ、
巻き込んでいる

■正しい方向性を示す判断力、決断力を有している
■リスクに対する対応力を身につけている
■「顧客接点」や「ネットワーク」を活かし、「付加価
値」を創造し続ける
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指名・報酬

報酬の実績

役員報酬の基本方針

報酬の構成

中長期的な企業価値の向上および株主価値最大化への貢献意識を一層高めることを目的と

し、株主総会の決議の範囲内で、上場企業等他社、主に公共性の高い企業の役員報酬水準、な

らびに従業員給与の動向を反映し内容および額を決定しております。

執行役員を兼務する取締役の報酬は、各取締役の役割と責任に応じて支給する「基本報酬」、

各事業年度における業績の目標達成度等に基づき支給する「業績連動報酬」および株主と取締

役との一層の価値共有を図る「株式報酬」から成り立つ体系に変更※し、その構成割合は、概ね

「基本報酬：業績連動報酬：株式報酬 ＝ 5：4：1」（目標達成度が100%の場合）を目安としま

す。取締役会長、取締役副会長、取締役相談役および取締役調査役は、「基本報酬」および「株

式報酬」とし、その構成割合は役職に応じて適切に定めます。社外取締役その他非業務執行役

については、その役割に鑑み、「基本報酬」のみとします。

目指すビジネスモデルを、持続的成長を実現する長期循環型事業とする当社では、財務指標

の達成だけでなく、長期的目線での人材戦略が求められます。全社のサステナブル経営指標や、

各役員が担当する業務の社会的課題解決への取り組みも個人評価の指標に加えたほか、担当

部門のエンゲージメント評価や、後任候補育成を含む人材育成についても評価項目とすること

で、経営戦略と一体となった人的資本経営を推進します。

評価は取締役会の諮問を受けた人事報酬委員会が、取締役会より一任されたうえで決定しま

す。筆頭社外取締役を含む3名以上の社外取締役と2名の社内取締役で構成される人事報酬委

員会にて報酬等を審議・決定することで、決定プロセスの客観性および透明性を確保しています。

なお、法令等の重大な違反や、重大な会計上の誤りや不正による決算の事後修正に対して、

業績連動報酬および株式報酬の全部もしくは一部を返還・没収する措置（クローバック・マルス

条項）を導入しています。
※取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針の改正について、2024年3月25日開催の取締役会で決議し、2024年7月1日より適用

評価指標 評価項目

共通指標
連結経営指標 ROA等、中期経営計画における経営指標

サステナブル
経営指標

安全指標や脱炭素の進捗等のサステナブル重要テーマへの
取り組み

個人目標

個別指標 担当部門のエンゲージメント評価や業務に応じた個別指標設定

重点目標 課題と目標を個別に設定

行動評価 人材育成等の行動評価

業績連動報酬の評価項目

※上記の評価指標を各取締役の役位に応じて評価配分を設定し、目標達成度等に応じて基準額の50～200%の範囲
で支給する

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 
対象となる
役員の員数
（名）

金銭報酬
株式報酬基本・固定

報酬 業績連動報酬

取締役
（うち社外取締役）

331
（38）

196
（38）

98
（―）

36
（―）

12
（4）

監査役
（うち社外監査役）

76
（20）

76
（20）

―
（―）

―
（―）

7
（4）

取締役および監査役の報酬等の額（2024年度）

（注） 1.  上記には、2024年6月27日開催の第155期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役2名、監査
役3名を含んでおります。

 2.  取締役の金銭による報酬総額は、2007年6月28日開催の第138期定時株主総会において、年額550百万円以内（うち
社外取締役分45百万円以内、使用人兼務取締役の使用人分給与を除く）と決議いたしております。（決議時の取締役人
数は18名、うち社外取締役3名）

 3.  取締役（社外取締役を除く）に対する株式による報酬総額は、2017年6月29日開催の第148期定時株主総会において
年額100百万円以内と決議いたしております。上記の株式による報酬総額は当事業年度の費用計上額です。（決議時
の取締役人数は18名、うち社外取締役4名）

 4.  監査役の金銭による報酬総額は、2007年6月28日開催の第138期定時株主総会において、年額90百万円以内と決議
いたしております。（決議時の監査役人数は5名）

報酬構成
目標達成度が
100%の場合

基本報酬 5 業績連動報酬 4 株式報酬 1

目標達成度に応じ
50～200%変動
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グループガバナンス コンプライアンス・リスクマネジメント

当社グループのコンプライアンス上の課題などについては、コンプライアンス部門によるモ

ニタリングのほか、内部監査等の手法によるモニタリングを実施するとともに、サステナビリ

ティ推進会議にて審議・報告し、経営会議および取締役会へ報告しています。また、当社グルー

プで不祥事・事故等が発生した際には、経営会議および取締役会にて緊急の報告がなされ、そ
の対応策についての協議を行い、影響の最小化を図っています。 ➡P.79  

コンプライアンス遵守への取り組みとして、サステナビリティセミナーやeラーニングを用いた

全社研修ならびに「行動規範」の周知に加え、「腐敗行為防止方針」に基づき、贈答・接待に関する定

期的な社内調査を実施し、その発生の防止に努めています。また、独占禁止法違反の再発防止およ

び予防の取り組みとして、内部通報制度の再周知を実施し、子会

社社長および当社役員を対象とする専門家を招いてのセミナー

をはじめとした、役員・従業員への啓発活動を実施しています。

2024年4月より、コンプライアンス・リスクマネジメント体制の強化を企図して、従来社長室下

にあった当該機能を独立組織として組成し、統括する責任者としてCCRO（Chief Compliance 

& Risk Management Officer）を設置しました。

当社は、幅広い事業のシナジーを発揮するグループ経営を推進しています。変革の時代にお

いて迅速な意思決定を実現するため、適切な権限移譲、モニタリング、情報共有の仕組みを整

備しています。2019年には鉄軌道事業の分社化を行い、現場対応力を強化。2023年にはグ

ループ経営基本規程の一部改正および子会社ガイドラインを策定し、連結子会社の統制管理業

務の役割を明確化しました。今後も、権限移譲・戦略共有・業績管理・リスク管理を柱とした体

制の進化に取り組んでまいります。

不正・不祥事を含むコンプライアンス課題の早期発見、是正を図るため、内部通報窓口「東

急株式会社ヘルプライン」を設置・周知しています。「東急株式会社ヘルプライン」には、社内

のほか弁護士事務所にも窓口があり、当社グループの従業員（取引先を含む）などからの通報・

相談に対応しています。連結子会社で直接受け付けたものと合

わせ、2024年度の通報・相談件数は387件でした。これらの

通報・相談においては、グループの事業継続に重大な影響を及

ぼす事象はないことを確認しています。

2000年代以降、当社主導でのグループ再編・グループガバナンスの強化を実施し、2022年度の

東急レクリエーションの完全子会社化により、当社の連結子会社には上場子会社がなくなりました。

内部通報窓口相談件数
（連結）

387件
（2024年度）

コンプライアンス研修受講率

100%（2024年度）

内部通報制度

コンプライアンスの推進

組織体制強化グループガバナンス

グループ経営

分類 内容 関連する会議体

① 権限移譲・
情報伝達

▪業務執行基準による会議体への上程・決裁
▪報告基準に応じたリスク・事故情報等の情報伝達プロセス
▪グループにおける経営方針の決定

▪取締役会
▪経営会議
▪東急グループコーポレート会議

② 戦略共有・
業績管理

▪経営層による戦略共有（主要子会社とその他子会社）
▪事業別所管部門制度による年間モニタリングプロセス
▪会社業績評価および経営者評価

▪グループ会社経営会議
▪人材戦略会議   等

③ 業務機能別
管理

▪サステナビリティ目標の共有と推進
▪事故情報の共有と予防
▪連結対象会社を含めた情報セキュリティ、BC体制、
人事施策 等

▪東急グループサステナビリティ
推進会議
▪東急連結グループCIO委員会
▪連結BCM委員会
▪人事労務情報交換会   等

④ リスク管理
▪定期情報収集・状況確認（年1回）
▪リスク情報の収集と共有（外部環境により適時）

▪取締役会
▪経営会議
▪東急グループサステナビリティ
推進会議

グループ管理体制における主な取り組み

※東急不動産ホールディングス、東急建設、
世紀東急工業

東急グループ
上場会社数

〈2000年〉

16社
（当社除く）

〈2025年3月〉
上場子会社
なし

持分法適用関係にある
上場会社 3社※
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Message

当社は、経営理念の実現に向け策定した東急グループ

経営方針の一つとして「コンプライアンス経営」を掲げ、また、取り組むべきサ

ステナブル重要テーマの一つに「企業統治・コンプライアンス」を掲げています。

これらに基づき、従前より、法令遵守の徹底のみならず、事業環境の変化や社会

的要請に対応した統制機能の進化を図ってまいりました。さらなる体制強化を企

図して、２０２４年４月に専属部門として「コンプライアンス・リスクマネジメント

委員会」を新設し、あわせて、私自身がCCRO（Chief Compliance and Risk 

Management Officer）として、当該領域の責任を担う体制を整えています。

当部門の責務は、事業部門による「攻め」に伴走し、リスクや法的側面から

「守り」を固め、健全かつ持続的な「成長の質」を高めていくことと考えていま

す。例えば、多様な事業のさまざまな挑戦のためにも、リスク評価方法の見直し

を行っています。これにより当社グループの適切なリスクテイクを見極めること

を目指しています。

一方で、連結各社・各部門におけるリスク感度のさらなる向上、従業員一人

ひとりの自律的なコンプライアンス意識の醸成、そして情報セキュリティなど重

要性が高まるリスクへの迅速な対応などが課題としてあげられます。これらの課

題に対し、各社・各部門と密に連携し、現場の実態に即した体制整備や支援を通

じて、形式的なルール遵守にとどまらない「自律的なリスク感度」の醸成に取り

組みます。

当社グループが一体となって、常に高い倫理観と責任感を持ち、社会からの信

頼に応え続けることで、持続的な企業価値向上を実現してまいります。

「攻め」と「守り」でリスクに向き合い
「成長の質」を高めてまいります
専務執行役員 CCRO
（Chief Compliance and Risk Management Officer） 濵名 節

当社グループでは、定期的にリスク認識の再評価、およびリスク軽減に対する取り組み状況の評価を

以下のプロセスで行い、発生の回避および発生した場合の影響最小化に向けての対応に努めております。

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある連結経営上の最重要リスクは下記の通りです。各

事業・管理部門によるリスク分析、経営陣によるリスク評価を踏まえ、これまで、「安全管理への対応に

関するリスク」及び「コンプライアンスに関するリスク」で認識していた「情報セキュリティに関するリス

ク」を新たに再定義しました。2025年度以降は、最重要リスクを６項目とし、リスクコントロールの取り

組みを進めています。

　2025年度に向けた最重要リスクの更新

リスクマネジメントの概要

コンプライアンス・リスクマネジメント

各事業・全社での
リスクマネジメント

活動へ

5
取締役会にて

リスクマネジメント
活動の評価・

3 の上程

4
リスク・対応策を
経営計画

（単年度／中期）
へ反映

3

年間マネジメントサイクル

経営会議にて
連結経営上の
最重要リスク決定

2
•各事業・管理部門
にてリスクの分析
•経営陣による
リスク評価

1

へ1

人権リスク詳細 ➡P.56 気候変動リスクと機会の詳細 ➡P.60

連結経営上の最重要リスクの内容およびリスクコントロールの取り組みについては、  有価証券報告書 をご覧ください。

（１）経営環境変化への対応に関するリスク （１）経営環境変化への対応に関するリスク

（2）安全管理への対応に関するリスク （2）安全管理への対応に関するリスク

（3）コンプライアンスに関するリスク
（3）情報セキュリティに関するリスク

（4）働き方・人材確保に関するリスク
（4）コンプライアンスに関するリスク

（5）長期・広範な人流阻害に伴うリスク
（5）働き方・人材確保に関するリスク

（6）長期・広範な人流阻害に伴うリスク

〈連結経営上の最重要リスク〉
（2024年度期初時点）

〈連結経営上の最重要リスク〉
（2025年度期初時点）

➡ 自然災害、感染症、インバウンド需要の消滅等を含む ➡ 自然災害、感染症、インバウンド需要の消滅等を含む

切り出して
再定義
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情報セキュリティ
デジタルテクノロジーの急速な発展などの外部環境変化を踏まえ、ITセキュリティの確保をリスク管理の重要な要素と位置付け、
当社グループ全体で情報セキュリティ強化に取り組んでいます。

取り組み事例ITセキュリティ対策基本方針
当社のITセキュリティ対策は、「 ITセキュリティ推進体制」のもと、技術・人・組織の3つの観

点で対策を推進し、総合的なセキュリティレベルの向上を図ります。 ■ 技術的対策強化
24時間365日にわたる通信の監視等に加え、多様なデバイス・働き方への対応、クラ

ウドシステムの利用拡大への対応のため、ゼロトラスト型環境への移行を進めています。

■ 組織的対策強化
本年度IT関連の規程を改正し、当社グループにおける情報セキュリティに関する指針・
ルールとなるガイドライン体系の整備・策定を進めています。

■ 人的対策強化
eラーニングによる各種ITセキュリティ教育や標的型メール訓練等による従業員へのIT

セキュリティに関する啓蒙活動を実施しています。また、経営層を対象とした大規模なシ
ステム障害等を想定したインシデント対応訓練を実施しています。

■ 当社グループ内の連携・共通施策
各社の情報部門責任者が参加する「東急連結グループCIO委員会」や各社の情報部門
の担当者が参加する「情報セキュリティ窓口担当者会議」を定期・随時に開催し、ITセキュ
リティ関連の施策事例の共有などを通じて、関係者間の連携を図っています。
当社はITセキュリティと利活用への利便性向上の両側面強化を目的に、共通環境・共
通施策の導入・展開を進め、当社グループがＤＸ推進に向けて安心して利用できる情報セ
キュリティ環境を整えています。

•グループ共通ITインフラ環境（ ITシェアードサービス）
•攻撃者視点で監視するツール（ASM※）の利用
•標的型攻撃メール訓練等の訓練・教育・啓蒙活動　等

主な
共通施策

※ASM：Attack Surface Management

取締役会

連結子会社
外部委託先等

経営会議

ITセキュリティ全体統括責任者

ITセキュリティ部門統括責任者

CSIRT
（事故予防・対応支援）

ITセキュリティ推進事務局

（戦略立案、施策の企画・）推進・実行）

ITセキュリティ責任者／
ITセキュリティ推進者

検証・監督

審議・意思決定

事故／異常予防
異常時対応支援

施策推進支援

管理・監督・支援

連携

連携

指示

連携

連携

報告

連携

報告

報告

管理・監督

ITセキュリティ推進体制図

技術的対策 ■「外部からの侵入」対策の徹底 ■多層防御化を図りリスクを低減

人的対策 ■標的型攻撃メール訓練等の実施 ■各種セキュリティ教育の実施

組織的対策 ■規程類の整備 ■ガイドライン策定によるガバナンス強化

コンプライアンス・
リスクマネジメント

委員会

連携

報告

報告

監査・助言

監査・助言
内部監査室

「東急連結グループCIO委員会」
「情報セキュリティ窓口担当者会議」
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株主・投資家との対話
当社は、機関投資家、個人投資家等のステークホルダーの皆様との対話において当社の考えを説明するとともに、
いただいた貴重なご意見を経営陣で共有し、企業価値向上につなげています。

対話相手の属性情報／当社スピーカー ベトナム事業説明会
2025年4月に機関投資家やアナリスト向けに当社のベトナ

ム事業を案内する事業説明会を開催し、セルサイド4名、バイ

サイド3名、計7名の投資家に参加いただきました。見学会で

は多摩田園都市のまちづくり経験を活かし、旧ビンズン省で

手掛ける「ビンズン新都市」を紹介しました。その後、ホーチ

ミン市中心部に所在し、ベトナムにおける当社初のオフィスビ

ル賃貸事業である希少性が高いハイグレードオフィス「The 

NEXUS」をご覧いただきました。また、施設見学後の質疑応

答では、事業の成長性や、外部環境についてなど多くの質問

をいただきました。

事業説明会を通じ、当社の海外事業のみならず、長期視点

で進めるまちづくりという当社のビジネスモデルへの理解を深

めていただきました。今後も事業説明会や施設見学会等を通

して、投資家の皆様の当社への理解向上に向けた取り組みを

実施してまいります。

ビンズン新都市内のセールスギャラリーを見学する様子

対話の種類 2024年度実績 内容 主な登壇者

アナリスト・機関投資家向け
決算説明会 6回

四半期業績および通期業績予想、企業
価値向上に向けた取り組みを説明

【通期決算・第2四半期】 取締役社長、取締役専務執行役員、
IR部門担当者

【第1四半期、第3四半期】IR部門担当者

スモールミーティング 5回
セルサイドアナリスト・バイサイドと
CEO・CFOによる少人数の対話

取締役社長、取締役専務執行役員、執行役員財務戦略室長、
主計グループ統括部長、IR部門担当者

アナリスト・機関投資家の
個別MTG

255件
（うちESG対話12件）

国内外の証券アナリスト・機関投資家
とオンラインや対面で個別面談を実施

取締役社長、取締役専務執行役員、執行役員財務戦略室長、
IR部門担当者

証券会社主催
カンファレンス 6回/56件

国内外の海外機関投資家向けカンファ
レンスに参加

取締役専務執行役員、執行役員財務戦略室長、
IR部門担当者

海外IR 6回/89件
北米・欧州・アジア各国の機関投資家
を訪問し、当社グループの戦略などに
ついて説明、フィードバックを受領

取締役社長、取締役専務執行役員、IR部門担当者

事業説明会 1回
アナリスト・機関投資家向けに事業説
明、施設見学を実施 IR部門担当者、現地事業法人社長、現地事業法人担当者

個人投資家向け説明会 6回
会社概要・株主優待制度についての
説明会を実施 執行役員社長室長、SR部門担当者

2024年度アナリスト・機関投資家との対話400件の内訳

国内
237件

59%

海外
163件
41% 国内／海外

経営層
175回

44%IR部門
担当者
225件
56%

スピーカー

ESG
その他
46件
12%

セルサイド
54件
14%

バイサイド
300件 75%

セルサイド／
バイサイド

大和インベスター・
リレーションズ株式会社

「2024年インターネットＩＲ表彰」
2022年から3年連続受賞

日興アイ・アール株式会社
「2024年度全上場企業ホームページ

充実度ランキング調査」
2022年から3年連続受賞
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

対話テーマと取り組み

対話内容の経営および社内へのフィードバック
当社では、IR・SR活動を通じて株主・投資家から得られた意見やコメントを、取締役会、経

営会議出席者等の経営陣、関連部門等へ適時適切に情報を共有しています。これらの意見やコ

メントを、経営戦略や施策に活かしています。

項目 主なテーマ 当社における取り組み

コングロマリット
プレミアムの創出

•当社のビジネスモデルに基づく企業価
値の向上と、コングロマリットプレミア
ムの創出について

•中期経営計画で掲げた「コングロマリットプレミアム」の創出について、当社のビジネスモデルを「地域コングロマリット経営」と定義し、不動産開発
をフックにエリア価値向上、人口の誘致を図り、展開する多様な事業で追加的なリターンを獲得することで、実現することを示しております。
•特に海外の投資家の方を中心に、「地域コングロマリット経営」を具体的なイメージでイラスト化して資料に織り込むことにより、ビジネスモデルの
理解が深められるよう取り込んでおります。

賃貸等不動産 •賃貸等不動産の含み益を活用した企業
価値の向上について

•不動産価値について、株式価値に反映を求める声を多くいただいたことを受け、取締役会等で議論し、不動産賃貸事業を中核に据え、地域コングロ
マリット経営による事業間シナジーの創出と、戦略的な物件販売の組み合わせでリターンを最大化する考えを示しております。
•上記内容を説明すべく、賃貸等不動産の含み益に関して物件開業により自ら価値向上させてきた推移やエリア等の内訳の開示により質の高い含み益
を有していることを示すとともに、賃料上昇や、ホテルの一室単価等、他事業でのKPI向上等の情報開示を拡充しております。

株主還元・
資本政策

•株主還元方針の明確化及び中長期で意
識する配当性向30％の実現、時期等に
ついて
•ROEやEPSの向上を目的とした資本政
策（自己株式取得等）について

•株主還元について、中期経営計画で掲げた還元方針（安定配当の継続、利益成長による増配の実現、中長期で配当性向30％を意識等）に関して、
より明確な方針を求める声を受け、取締役会で議論を重ね、着実な増益とそれを原資に配当水準を上げることで、配当性向30％へ向けた道筋を感じ
ていただくべく、2025年度の１株当たり配当金は、2024年度から4円増加の28円を予定しております。
•自己株式取得についても、ROEなどの資本効率の向上、EPSなど１株当たりの株式価値の向上を目的に、2024年度の約400億円の取得に続き、

2025年度も100億円・650万株を上限とする取得を公表しました。（市場動向等により一部又は全部の注文の執行が行われない場合があります）

事業環境の
認識と対応

•建築費高騰の影響及び今後の工事費の
見通しについて

•金利上昇の影響について

•建築費高騰やそれに伴う再開発スケジュールの変更について、当社の影響・対応方針を明示するとともに、事業エリアへ付加価値を提供する多様な
事業を活用し、追加的な収益確保を図りながら再開発プロジェクトを着実に推進しております。
•金利上昇の影響に関して、当社の多彩な事業ポートフォリオによりリスク分散を図るとともに、調達年限の長期化、固定金利による借り入れの推進等
の財務戦略上の対応により、影響を軽減する等、適切な対応を行っていることを示しております。

ESG
•グループガバナンスの強化について
•脱炭素の目標更新、生物多様性に関す
る取り組み状況について

•過去から進めているグループ再編によるガバナンス強化の取り組みについて、IR資料において開示を拡充しております。
•CO2削減が目標に対し前倒しで進捗していることから、より高い削減目標を含む「環境ビジョン」のアップデートを実施しました。また、生物多様性へ
の取り組みに対する関心の高まりを踏まえ、TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）に基づく取り組みを開示しました。

内容 頻度 方法

IR活動報告 年2回 取締役会・経営会議

投資家・アナリストの意見・コメント
（即時性の高い意見等） 発生都度 直接またはメール等

投資家・アナリストの意見・コメント
（決算発表後の反応速報等） 適宜 直接またはメール等

従業員向け決算開示内容説明会 年2回 Web配信

株主・投資家との対話

株主・投資家

当社

対話

取締役 経営陣 関連部門 従業員

IR担当部門・SR担当部門
フィードバック

•経営戦略や施策への反映
•開示内容のさらなる充実
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